
宮崎県知事　河野　俊嗣　様

所　属

氏　名

電　話

F A X

電子メール

記入欄

　　　　スポーツランド推進課スポーツキャンプ推進担当

　　　電子メール：sportsland@pref.miyazaki.lg.jp

　　　〒８８０－８５０１　宮崎市橘通東２－１０－１
　　　宮崎県商工観光労働部観光経済交流局

　　　電話：０９８５－２６－７１０８　　　FAX:０９８５－４４－４７３０

宮崎県競争入札参加者資格者名簿に登録された、営業種目が「広告・
宣伝」の者。

この業務委託と同種、同規模以上の業務の実績を有する者
※　実績を確認できる書類を添付すること

参加資格

該当するいずれかに
○を付けること

企画提案競技参加表明書

※令和６年５月２日（金）１７時までに、ＦＡＸ又は電子メールにて本様式を
　送信後、電話でその旨御連絡ください。
※郵送の場合も令和６年５月２日（金）１７時必着

※送信先

【様式第１号】

令和　　年　　月　　日

参加表明者

　スポーツランドみやざきＰＲ動画制作業務企画提案競技実施要領及び仕様書の内容を
了承の上、企画提案競技に参加したいので、お知らせします。

担当者

連絡先

会社名



所　属

氏　名

電　話

F A X

電子メール

　　　スポーツランド推進課スポーツキャンプ推進担当

　　　電子メール：sportsland@pref.miyazaki.lg.jp

※ＦＡＸ又は電子メールで御提出ください。
※質問受付期間は、令和６年５月９日（木）１７時までです。
※質問票送信後、電話でその旨御連絡ください。

　　　〒８８０－８５０１　宮崎市橘通東２－１０－１
　　　宮崎県商工観光労働部観光経済交流局

　　　電話：０９８５－２６－７１０８　　　FAX:０９８５－４４－４７３０

※送信先

質問事項

担当者

連絡先

会社名

【様式第２号】

質　問　票

令和　　年　　月　　日

質問者

スポーツランドみやざきＰＲ動画制作業務企画提案競技に係る質問について



宮崎県知事　河野　俊嗣　様

法 人 名

所 在 地

代表者名　　　 印

添付書類

担 当 者 名

電 話

Ｆ Ａ Ｘ

電 子 メ ー ル

７　特別徴収実施確認・開始誓約書【様式第８号】

※令和６年５月１５日（水）１７時までに、ＦＡＸ又は電子メールにて本様式を
　送信後、電話でその旨御連絡ください。
※郵送の場合も令和６年５月１５日（水）１７時必着

【様式第３号】

企画提案競技参加申込書

令和　　　年　　　月　　　日

　スポーツランドみやざきＰＲ動画制作業務企画提案競技実施要領及び仕様書の内容を
了承の上、企画提案競技に参加したいので、関係書類を添えて申し込みます。

１　企画提案書（様式任意）

６　誓約書【様式第７号】

２　事業者概要【様式第４号】

４　委託業務実施体制【様式第６号】

５　見積書及び見積明細書（様式任意）

３　同種又は類似業務受注実績【様式第５号】



宮崎県知事　河野　俊嗣　様

法 人 名

所 在 地

代表者名　　　 印

名称等 法人名

代表者名

所在地　　　　〒

連絡責任者職氏名

電話

FAX

電子メール

設立年月 明・大・昭・平　　　　年　　　月 資本金 万円 従業員 人

主たる業務

本業務の受注体制 ■委託業務実施に予定する作業人員

実人員　　　　　　　人

備考

【様式第４号】

事業者概要

令和　　年　　月　　日

スポーツランドみやざきＰＲ動画制作業務企画提案競技に参加する事業者概要について
は、次のとおりです。



宮崎県知事　河野　俊嗣　様

法 人 名

所 在 地

代表者名　　　 印

受託事業 委託者名

受託期間

受託金額

業務概要

受託事業 委託者名

受託期間

受託金額

業務概要

受託事業 委託者名

受託期間

受託金額

業務概要

※１　記載は、国や地方公共団体等の発注した事業のみとし、民間事業者が発注元の
　　事業は記載しないこと。

【様式第５号】

同種又は類似業務受注実績

令和　　年　　月　　日

　スポーツランドみやざきＰＲ動画制作業務に係る同種又は類似業務受注実績は、次の
とおりです。



宮崎県知事　河野　俊嗣　様

法 人 名

所 在 地

代表者名　　　 印

総括責任者・担当者

分担
氏名　実務経験年数　年齢
保有資格

総括責任者

氏名

実務経験年数　　　　　　年

年　　　　　　齢　　　　　　歳

保有資格（名称及び分野）

・

・

担当者

氏名

実務経験年数　　　　　　年

年　　　　　　齢　　　　　　歳

保有資格（名称及び分野）

・

・

担当者

氏名

実務経験年数　　　　　　年

年　　　　　　齢　　　　　　歳

保有資格（名称及び分野）

・

・

【様式第６号】

委託業務実施体制
令和　　年　　月　　日

　スポーツランドみやざきＰＲ動画制作業務実施体制については次のとおりです。

担当する業務 業務実績

※任意様式可



宮崎県知事　河野　俊嗣　様

法 人 名

所 在 地

代表者名　　　 印

【様式第７号】

誓　　約　　書

令和　　　年　　　月　　　日

　この度の企画提案競技の参加に当たり、次の事項に該当することを誓約します。

１　宮崎県競争入札参加者資格者名簿に登録された、営業種目が「広告・宣伝」の者、
またはこの委託業務と同種、同規模以上の業務の実績を有する者。

２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

３　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法
　（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成16年法律
　第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者。ただし、会社更生法
　に基づく更生手続開始又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けている者
　は、申立てがなされていない者とみなす。

４　企画書等の提出の日から受託候補者を選定するまでの間に、宮崎県からの受注業
　務に関し、入札参加資格停止の措置を受けていない者。

５　役員等（個人である場合はその者を、法人である場合はその役員又はその支店若
　しくは営業所を代表する者をいう。）が暴力団関係者（宮崎県暴力団排除条例（平
　成23年条例第18号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）で
　あると認められる者又は暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められる
　者でないこと。

６　県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）に未納がないこと。

７　地方税法（昭和25年法律第226号）第321条の４及び各市町村の条例の規定により
　個人住民税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮崎県内に
　居住している者に限る。）の個人住民税について、特別徴収を実施している者又は
　特別徴収を開始することを誓約した者。

８　本業務について、十分な業務遂行能力を有する者



宮崎県知事　河野　俊嗣　様

法 人 名
所 在 地
代表者名　　　 印

市（町・村）確認印（２）特別徴収義務がない
    □　当事業所は、特別徴収義務のない事業所です。
　　　　　　　　　       　　   →　確認印を受けてください。

（３）開始誓約
    □　当事業所は、令和　　年　　月から、従業員等の個人
      住民税について特別徴収を開始することを誓約します。
　　    つきましては、特別徴収税額の決定通知書を当社（者）
　　　あてに送付してください。
     　　        　　           →　確認印を受けてください。

６か月以内の領収証書の写しを添付してください。

２　添付する領収証書の写しがない場合等
（１）特別徴収実施確認
    □　当事業所は、現在　　　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、
　　　従業員等の個人住民税について、特別徴収を実施しています。
                          　　  →　確認印を受けてください。
  　    上記市町村の特別徴収義務者指定番号：
                                ※　各事業所で事前に記入しておいてください。

【様式第８号】

特別徴収実施確認・開始誓約書

令和　　　年　　　月　　　日

　チェック欄（いずれかに該当する項目□にチェックを入れてください。）
１　領収証書の写し添付
　□　当事業所は、現在　　　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従
　　業員等の個人住民税について、特別徴収を実施し納付しています。
                           →　６か月以内の領収証書の写しを添付してください。


